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第１条（適用） 

 この規程は、公益社団法人日本地下水学会（以下、この法人という）の役員、委員会委

員、研究グループメンバー、契約職員（以下、役職員等という）およびこの法人役職員等

以外の者がこの法人の業務を行うために出張旅行する場合における旅費の支給について定

めるものである。 

 
第２条（定義） 

本規定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

①旅行命令等 

旅行命令または旅行依頼をいう。 

 ②旅行命令権者 

   旅行命令等を行う者をいう。 

③出張 

   役職員等がこの法人の業務のため旅行し、またはこの法人以外の者がこの法人の依

頼を受けた業務のため勤務地または居所を離れて旅行することをいう。 

④日帰り出張 

  役職員等またはこの法人以外の者の出張のうち宿泊を伴わない日帰りの旅行をいう。 

 

第３条（旅行命令等） 

旅行命令権者は、この法人の業務上必要と認める場合で、かつ、予算上旅費の支給が可

能である場合に、旅行命令等を発することができる。 

 

第４条（旅行命令権者） 

旅行命令権者は、当該業務の担当役員理事やその指示を受けた役職員等とし、出張中に

やむを得ない事情で発生する変更等について対処しなければならない。 

 

第５条（旅費の支給） 

１．旅行命令等を受けて役職員等が出張した場合には、当該役職員等に対して旅費を支

給する。この場合において、旅費の全部または一部を、この法人が委託した者により、鉄

道運賃、船舶運賃、航空運賃、バス運賃等に相当する額を切符、乗車券等に代えて、支給

することができる。 



２．この法人の依頼に応じて旅行命令等を受けてこの法人以外の者が業務を遂行するた

め旅行した場合には、当該者に対して旅費を支給する。 

 

第６条（旅費の計算） 

 １．出張の経路とその利用交通機関は、経済性を重視して合理的な経路及び公共交通機

関を選ぶこととし、その旅費の計算をする。ただし、特別の理由がある場合はこの限りで

ないが、事前に旅行命令権者の承認を得るものとする。 

２．この法人以外の者に対して支給する旅費は、用務の内容、旅行の依頼をうけた者の

学識、経験、年齢、社会的地位等を考慮し、この法人の役職員等に比して計算するものと

する。 

 

第７条（旅費の請求および精算手続等） 

 １．旅費の支給を受けようとする旅行者は、あらかじめ「出張予定表」を作成し旅費の

計算に必要な書類を旅費担当（事務局）に提出するものとする。 

 ２．出張の報告および旅費の精算は、出張報告書および出張旅費明細書を作成し、旅行

命令権者の決裁を経て、経理（事務局）にて精算しなければならない。 

 ３．出張精算書は毎月度、会計委員長へ事務局から報告する。 

 

第８条（旅費の項目、支給額） 

１．本規程でいう旅費とは、①交通費、②宿泊費をいう。 

２．交通費は普通運賃（座席指定運賃を含む）の実費を支給する。ただし旅行命令権者

の承諾があればグリーン車相当の運賃の実費を支給する場合もある。 

３．宿泊費の支給額は別表１に示す基準金額の範囲内で、領収証による実費を支給する。

やむを得ず実費清算によらない場合は、別表１の基準金額を支給する。 

４．やむを得ない理由で別表１の基準宿泊費を超えた場合は、旅行命令権者と出張者が

別途協議のうえ支給額を決定する。 

５．車中または船中に宿泊した場合は、宿泊料は支給しない。 

６．日当は支給しない。ただし、特別に必要と認められると旅行命令権者が判断する場

合、事前に会長、会計委員長、担当理事の承認を受けて支給する。内容については理事会

で報告する。 

 

第９条（証明書等の提出義務） 

 出張者が業務上、合理的で必要な支出を行い、その精算を行なうときは、その支出に伴

う領収証を提出しなければならない。領収証等支払いを証明するものがない場合はその支

出は自己負担とする。 

 

 



第１０条(自動車による出張) 

 自動車を利用した出張は原則として認めない。事情により自動車による出張を行わざる

を得ない場合には、あらかじめ旅行命令権者の許可を受けなければならない。その際、燃

料、駐車料、有料道路通行料はそれを証明するものを提出した場合に限り支給する。 

 

第１１条（その他） 

 本規程で処理できない場合は、その都度協議にて処理する。 

 
 

 

 

 

 

[別表１] 

宿泊費 

費 目 基準金額 備   考 

宿泊費（一泊あたり） 10,000 円 この金額の範囲内で、実費清算とする。 

 


